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九州大学ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入の優先的検討方針 

 

平成２８年９月２１日 

総  長  裁  定 

 

第１ 総則 

 この方針は、国立大学法人九州大学（以下「本学」という。）の施設整備を効率的か

つ効果的に実施するため、「多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するため

の指針」（平成２７年１２月１５日民間資金等活用事業推進会議決定）を踏まえ、多

様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入について優先的検討の実施に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 

第２ 用語 

 この方針において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ以下による。 

(1) ＰＦＩ法 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」

（平成１１年法律第１１７号） 

(2) 施設等 研究施設（諸室の使用料が発生する場合）、生活支援施設（食堂または

売店）、職員宿舎、学生寄宿舎、駐車場 

(3) 施設整備事業 （2）に該当する施設整備事業 

(4) 運営等 維持管理業務を担うための運営 

(5) 整備等 新増改築、改修、維持管理またはこれらに関する企画をいう。 

(6) 優先的検討 この方針に基づき、施設等の整備等の方針を検討するに当たって、

多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が適切かどうかを、本学自ら施設等の整備等を行

う従来型の手法に優先して検討すること 

 

第３ 優先的検討の対象とする事業 

１ 以下の全てに該当する施設整備事業を優先的検討の対象とする。 

(1) 建築物の整備等に関する事業その他民間事業者の資金、経営能力及び技術的能力

を活用する効果が認められる施設整備事業 

(2) 事業費の総額が１０億円以上の事業費基準を満たす施設整備事業（建設または改

修を含むものに限る。） 

２ 以下のいずれかに該当する場合は、施設整備事業を優先的検討の対象から除くもの

とする。 

(1) 既にＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が前提とされている施設整備事業 

(2) 民間事業者が実施することが法的に制限されている施設整備事業 

(3) 災害復旧事業等、緊急に実施する必要がある施設整備事業 
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第４ 優先的検討の開始時期 

 新たに施設等の整備等を行うために基本構想、基本計画等を策定する場合のほか、

以下のいずれかに該当する場合その他の施設等の整備等の方針を検討する場合に、

併せて優先的検討を行うものとする。 

(1) 「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（平成２７年３月３１日策定）

に係る本学の「個別施設計画」の策定または改定を行うとき 

(2) 施設等の集約化または複合化等を検討する場合 

 

第５ 採用手法の選択 

優先的検討の対象となる施設整備事業について、第７の簡易な検討または第８の

詳細な検討に先立って、当該事業の期間、特性、規模等を踏まえ、当該事業の品質確

保に留意しつつ、最も適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法（以下「採用手法」という。）を選

択するものとする。 

この場合において、唯一の手法を選択することが困難であるときは、複数の手法を

選択できるものとする。 

 

第６ 簡易な検討を経ずに行う採用手法導入の決定 

 採用手法が以下のいずれかに該当する場合には、第７の簡易な検討を省略し、第８

の詳細な検討を実施して当該採用手法の導入を決定することができるものとする。 

(1) 当該事業が施設整備業務の比重の大きいものまたは運営等の業務内容が定型的

なものに該当する場合におけるＢＴＯ方式 

(2) 民間事業者からＰＰＰ／ＰＦＩに関する提案がある場合であって、当該提案にお

いて、従来型手法による場合と採用手法を導入した場合との間での費用総額の比較

等の客観的な評価により、当該採用手法の導入が適切であるとされている場合にお

ける当該採用手法 

 

第７ 簡易な検討 

１ 費用総額の比較による評価 

別紙２のＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価調書、別紙３の簡易検討の計算表によ

り、大学自ら施設等の整備等を行う従来型手法による場合と、採用手法を導入した場

合との間で、以下の該当する費用等の総額（以下「費用総額」という。）を比較し、

採用手法の導入の適否を評価するものとする。 

第５の採用手法の選択において複数の手法を選択した場合においては、各々の手

法について費用総額を算定し、その最も低いものと、従来型手法による場合の費用総

額との間で同様の比較を行うものとする。 
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(1) 施設等の整備等（運営等を除く。）の費用 

(2) 施設等の運営等の費用 

(3) 民間事業者の適正な利益及び配当 

(4) 調査に要する費用 

(5) 資金調達に要する費用 

(6) 利用料金収入 

２ その他の方法による評価 

採用手法の過去の実績が乏しいこと等により費用総額の比較が困難と認めるとき

は、１の費用総額の比較による評価にかかわらず、以下のいずれかの評価その他本学

の負担抑制につながることを客観的に評価することができる方法により採用手法の

導入の適否を評価することができるものとする。 

(1) 民間事業者への意見聴取を踏まえた評価 

(2) 類似事例の調査を踏まえた評価 

 

第８ 詳細な検討 

 採用手法が第６の(1)(2)のいずれかに該当する場合または第７の簡易な検討にお

いて採用手法の導入に適しないと評価された施設整備事業以外の施設整備事業を対

象として、専門的な外部コンサルタントを活用するなどにより、要求水準、リスク分

担等の検討を行った上で、詳細な費用等の比較を行い、本学自ら施設等の整備等を行

う従来型手法による場合と、採用手法を導入した場合との間で、費用総額を比較し、

採用手法の導入の適否を評価するものとする。 

 

第９ 評価結果の公表 

第７の簡易な検討または第８の詳細な検討でＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に適しな

いと評価した場合には、以下の事項をインターネット上で公表するものとする。公表

時期については、入札手続き等の公正さを確保するため、入札手続きの終了後等の適

切な時期に行うものとする。 

(1) ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした旨 

(2) 評価結果 

  

第１０ その他 

 この方針に定めるもののほか、優先的検討に関し必要な事項は、担当理事が別に

定める。  

 

   附 則 

 この方針は、平成２８年９月２１日から実施する。 



別紙１

検討プロセス

① ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入の検討開始

② 対象事業への該当の有無

③ 適切なＰＰＰ/ＰＦＩ手法の選択

④ 簡易な検討

⑤ 詳細な検討

⑥ ＰＰＰ/ＰＦＩ手法を導入

対 象 対 象 外
検討対象外

事業実績に照らし、

採用手法の導入が

適切である場合

左 記 以 外

有 利

有 利

不 利 ＰＰＰ/ＰＦＩ不採用

評価結果公表

不 利

【開始時期】

・新たな施設整備を行うための基本構想や基本計画を策定

する場合

・インフラ長寿命化計画における個別施設計画の策定または

改定を行うとき

・施設等の集約化または複合化等を検討する場合

【対象施設】

・研究施設（諸室の使用料が発生する場合）

・生活支援施設（食堂または売店）

・職員宿舎、学生寄宿舎

・駐車場

【規模等】

・事業費総額が10億円以上の事業費基準を満たす

建設または改修を含む上記対象施設の整備事業

ＰＰＰ/ＰＦＩ不採用

評価結果公表

・BTO方式

・民間提案 等



別紙２

平成　　年　　月　　日

従来型手法
（大学自ら整備等を行う手法）

採用手法
（候補となるPPP/PFI手法）

整備等
（運営等を除く。）

費用

＜算出根拠＞

運営等費用

＜算出根拠＞

利用料金収入

＜算出根拠＞

資金調達費用

＜算出根拠＞

調査等費用

＜算出根拠＞

税金

＜算出根拠＞

税引後損益

＜算出根拠＞

合計

合計（現在価値）

財政支出削減率

PPP/PFI手法簡易定量評価調書

検討事業名：○○○○○事業

その他
（前提条件等）

※本調書を作成する場合、「PPP/PFI手法導入優先的検討規程策定の手引（平成28年3月内閣府民間資
金等活用事業推進室）」を参照すること。



別紙２

平成　　年　　月　　日

（１） 従来型手法による場合の費用（PSC）の算定根拠

施設等の整備等（運
営等を除く。）の費用

施設等の運営等の
費用

利用料金収入

資金調達に要する費
用

調査に要する費用

税金

民間事業者の適正な利
益及び配当（税引後損
益）

（２） 採用手法を導入した場合の費用の算定根拠

施設等の整備等（運
営等を除く。）の費用

施設等の運営等の
費用

利用料金収入

資金調達に要する費
用

調査に要する費用

税金

民間事業者の適正な
利益及び配当（税引
後損益）

（３） その他の仮定

事業期間

割引率

PPP/PFI手法簡易定量評価調書記載根拠

検討事業名：



別紙２

平成　　年　　月　　日

従来型手法
（大学自ら整備等を行う手法）

採用手法
（候補となるPPP/PFI手法）

整備等
（運営等を除く。）

費用
50.0億円

45.0億円
（式：50億円（整備費）×0.9（削減率10％）

＝45億円）

＜算出根拠＞
類似事例である○○事業の床面積当た

りの単価を元に算出
従来型手法より10％削減の想定

運営等費用
10.0億円

（式：50百万円（運営等費）/年×20年（期
間））

9.0億円
（式：50百万円（運営等費）/年×0.9（削減

率10％）×20年（期間））

＜算出根拠＞
類似事例である○○事業の収入を元に

本事業との違いを反映し算出
従来型手法より10％削減の想定

利用料金収入
2.0億円

（式：10百万円/年（年間利用料金収入）
×20年（期間））

2.2億円
（式：10百万円/年（年間利用料金収入）

×1.1（増加率10％）×20年（期間））

＜算出根拠＞
類似事例である○○事業の床面積当た

りの単価を元に算出
従来型手法より10％増加の想定

資金調達費用

5.3億円
（式：50億円（整備費用）×75％（起債充

当率）×起債利率1.3％・償還期間20年の
元利均等償還）

9.0億円
（式：45億円（整備費用）－0.1億円（資本
金）＝借入金44.9億円、借入金の利率
1.8％・返済期間20年の元利均等返済）

＜算出根拠＞
想定される起債充当率、起債利率、起債
償還方法（償還期間、償還方法）を元に

算出

公共が自ら資金調達をした場合の利率
に0.5％ポイントを上乗せ

調査等費用 ― 0.25億円

＜算出根拠＞ 従来型手法の場合は想定せず
導入可能性調査の費用及びその後の業

務委託の費用の想定

税金 ― 0.03億円

＜算出根拠＞ 従来型手法の場合は想定せず
各年度の損益に法人実効税率32.11％を

乗じて算出

税引後損益 ― 0.06億円

＜算出根拠＞ 従来型手法の場合は想定せず EIRRが5％以上確保されることを想定

合計 63.3億円 61.1億円

合計（現在価値） 51.7億円 47.2億円

財政支出削減率 VFMは4.5億円、8.7％

※本調書を作成する場合、「PPP/PFI手法導入優先的検討規程策定の手引（平成28年3月内閣府民間資
金等活用事業推進室）」を参照すること。

PPP/PFI手法簡易定量評価調書（記載例）

検討事業名：○○○○○事業

事業期間20年間その他
（前提条件等） 割引率2.6％



別紙２

平成　　年　　月　　日

（１） 従来型手法による場合の費用（PSC）の算定根拠

施設等の整備等（運
営等を除く。）の費用

施設等の運営等の
費用

利用料金収入

資金調達に要する費
用

調査に要する費用

税金

民間事業者の適正な利
益及び配当（税引後損
益）

（２） 採用手法を導入した場合の費用の算定根拠

施設等の整備等（運
営等を除く。）の費用

施設等の運営等の
費用

利用料金収入

資金調達に要する費
用

調査に要する費用

税金

民間事業者の適正な
利益及び配当（税引
後損益）

（３） その他の仮定

事業期間

割引率

PSC×1.1（民間事業者が提供するサービスの質が利用料金収入に大きく影響する
事業の場合に限ります。）

公共施設等の管理者等が自ら資金調達をした場合における金利に0.5％ポイントを
上乗せした額　※簡易な検討の計算表（別紙３参照）を用いて計算

PPP/PFI手法簡易定量評価調書記載根拠（記載例（BTO方式等の場合））

検討事業名：○○○○○事業

基本構想、基本計画等において想定されている施設の設計、建設に要する額

基本構想、基本計画等において想定されている施設の運営等に要する額

算入しない

算入しない

算入しない

起債等により大学自ら資金調達を行った場合の費用
※簡易な検討の計算表（別紙３参照）を用いて計算

基本構想、基本計画等において想定されている額

PSC×0.9

PSC×0.9

2500万円～6000万円程度

損益×32.11％（平成27年度法人実効税率）
※簡易な検討の計算表（別紙３参照）を用いて計算。ただし、BOT方式及びBOO方
式の場合にあっては、別途不動産の取得及び保有に係る税負担が発生することに
留意。
資本金の額：1000万円～1億円
EIRR：5％（EIRR（Epuity Internal Rate of Return）とは投資家から見た内部収益率の
こと。資本金に対する配当等の利回りを示す指標であり、「資本金」と「将来の配当
金の現在価値の合計」とが等しくなる割引率。今回は便宜的に「配当」ではなく「税
引後損益＋割賦原価－借入金元本償還」で計算。以下同じ。）　※簡易な検討の計
算表（別紙３参照）を用いて計算

基本構想、基本計画等において想定されている期間

2.6％
※簡易な検討の計算表（別紙３参照）を用いて現在価値化



別紙３

≪簡易な検討の計算表≫　　（単位：千円、年） のセルに想定されている条件を入力して下さい。なお、全ての入力が終了しましたら、左側の「VFM計算」のボタンをクリックして下さい。

■前提条件 右記のセルに記載されている数値を「PPP/PFI手法簡易定量評価調書」に記載して下さい。 ■簡易VFMの結果

検討事業名： 従来型手法
採用手法
の条件

採用手法 前提条件の入力方法 仮定した前提条件 従来型手法 採用手法 VFM

手法 従来型手法 金額 0 0 0

整備期間 1年 従来手法=採用手法 1年 1年間に設定してあります（変更できません）。 1年間と仮定 ％ #DIV/0!
維持管理・運営期間 従来手法=採用手法 0年 1～50年間から選択して下さい。 20年間と仮定 ※現在価値のVFM

事業期間
整備費 0 従来型手法の整備費と、採用手法におけるコスト削減割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の削減を見込めると仮定（今回は、従来型手法50億円、採用手法45億円と仮定） ※VFMは現在価値に換算して比較を行うこととなっています。
維持管理・運営費（1年当たり） 0/年 従来型手法の維持管理・運営費と、採用手法におけるコスト削減割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の削減を見込めると仮定（今回は、従来型手法50百万円/年、採用手法45百万円/年と仮定）

利用料金収入（1年当たり） 0/年 従来型手法の利用料金収入と、採用手法における収入増加割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の増加を見込めると仮定（今回は、従来型手法10百万円/年、採用手法11百万円/年と仮定） ■PPP/ＰＦＩ手法簡易定量評価調書
費用・収入 従来型手法 採用手法

現在価値への割引率 従来手法=採用手法 0.0% 現在価値への割引率を記入して下さい。（標準は2.6％になります。） 現在価値への割引率は2.6％と仮定（整備期間を現在と仮定） 整備等（運営等を除く。）費用 0.0億円 0.0億円
資金面の内容 〈算出根拠〉

整備費に対する補助金・交付金の割合 整備費に対する補助金・交付金の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する補助金・交付金の割合を入力 運営等費用 0.0億円 0.0億円
整備費に対する起債の割合 整備費に対する起債の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する起債の割合を入力 〈算出根拠〉

整備費に対する一般財源の割合 整備費に対する一般財源の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する一般財源の割合を入力 利用料金収入 0.0億円 0.0億円
整備費に対する民間資金の割合 ― 整備費の100% 「100％－（補助金・交付金の割合＋起債の割合＋一般財源の割合）」が自動計算。BT・DB、DBOでは0％。 整備費に対する民間資金の割合を入力 〈算出根拠〉

小計 0% 100% 小計が100％になることを確認して下さい。 合計は100％ 資金調達費用 0.0億円 0.0億円
整備費に対する資金調達の内容 小計を↑100%にして下さい 〈算出根拠〉

補助金・交付金の金額 0 0 整備費の資金調達について、補助金・交付金の額が自動計算されます。 調査等費用 ― 0.00億円
起債金額 0 0 整備費の資金調達について、起債の額が自動計算されます。 〈算出根拠〉

一般財源の金額 0 0 整備費の資金調達について、一般財源の額が自動計算されます。 税金 ― 0.00億円
起債金利 従来手法=採用手法 0.0% 起債金利を％で入力して下さい。 起債金利を1.3％と仮定 〈算出根拠〉

起債償還期間 0年 従来手法=採用手法 0年 維持管理・運営期間になります。 起債償還方法を20年間の元利均等償還と仮定 税引き後損益 ― 0.00億円
起債償還方法 従来手法=採用手法 0年 期限一括、元利均等、元金均等から選択して下さい。

整備費に対する公共側の資金調達 〈算出根拠〉

資本金額 ― SPCに必要な資本金額を記入して下さい。（標準は10百万円） 資本金額を10百万円と仮定 合計 0.0億円 0.0億円
借入金額 ― 0 「民間資金の金額－資本金額」が自動計算。 借入金額は整備費から資本金を減じた金額と仮定 〈算出根拠〉

借入金利 ― 民間事業者の借入金利を入力して下さい。 借入金利は起債金利+0.5％の1.8％と仮定 合計（現在価値） 0.0億円 0.0億円
民間事業者の借入期間 ― 0年 維持管理・運営期間になります。 借入金の返済方法は20年間（維持管理・運営期間と同じ）の元利均等返済と仮定 財政支出削減率 #DIV/0!

採用手法における整備費の資金調達 その他（前提条件等） 事業期間年間　割引率0％
割賦金利 ― 0.0% 民間事業者の借入金利になります 公共が民間事業者に支払う整備費の対価の割賦金利は借入金利と同じ1.8％と仮定

割賦期間 ― 0年 維持管理・運営期間になります。 公共が民間事業者に支払う整備費の対価の割賦払いは20年間（維持管理・運営期間と同じ）の元利均等払いと仮定

法人税等 ― 32.11% 実効税率は32.11％を入力してあります。 単年度損益に対して32.11％（実効税率）の法人税を想定

全ての入力が終了しましたら、 調査等費用 ― 調査等費用を記入して下さい。（標準は25,000千円になります。） 調査等費用を25百万円と仮定

上記の「VFM計算」のボタンを 採用手法の内容
クリックして下さい。 採用手法における対価の調整 ― 採用手法における対価の調整額で、自動計算されます。 民間事業者のEIRRに必要な収益相当額が自動計算されます。

民間事業者のEIRR（※） ― 民間事業者の収益（資本金に対する配当等の利回り）を記入して下さい。（標準は5％になります。） 民間事業者の収益相当額として、EIRRを5％程度にする収益相当額と仮定。

採用手法の民間事業者の収益

現在価値への換算割合 1 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
（次年度の現在価値換算後の割合（前年度を1）＝1/（1+割引率））
■従来型手法での公共の収支 整備期間 維持管理・運営期間

仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
整備費 補助金・交付金分支払 0 0

一般財源 0 0
起債元金・償還元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金調達費 起債金利 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
調査等費用 0

支出合計（A） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
補助金・交付金分収入 0 0
利用料金収入 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収入合計（B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
純支出（C）＝（A）-（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
現在価値での収支 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■採用手法での公共の収支 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

整備費 補助金・交付金分支払 0 0
一般財源 0 0
起債元金・償還元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金調達費 起債金利 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費の対価 割賦元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

割賦金利 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費の対価 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
採用手法における対価の調整 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
調査等費用 0 0

支出合計（A） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
補助金・交付金分収入 0 0

収入合計（B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
純支出（C）＝（A）-（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
現在価値での収支 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■採用手法での民間の損益 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

整備費の対価 一括受領分 0 0
割賦元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
割賦金利 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運営費の対価 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
採用手法における対価の調整 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
利用料金収入 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収入合計（A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 0/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入金利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

費用合計（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
単年度損益（C）＝（A）-（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益+割賦原価-借入金元本償還 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
EIRR(※1） #NUM! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益+割賦原価+支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PIRR（※２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１　EIRR（Equity Internal Rate of Return）は、投資家から見た内部収益率。資本金に対する配当等の利回りを示す指標。（今回は便宜的に、配当ではなく「税引後損益+割賦原価-借入金元本償還」で計算）
　EIRRは、「資本金」と「将来の配当金の現在価値の合計」とが等しくなるような割引率となりますが、エクセルを用いて計算する場合は、EIRRの計算結果が表されるセルに「＝IRR（-資本金が入力されているセル～将来の配当金（今回は便宜的に「税引後損益+割賦原価-借入金元本償還」）」の関数で計算できます。

※２　PIRR（Project Internal Rate of Return）は、初期投資額から見た内部収益率。初期投資額に対する配当金等の投資利回りを示す指標。（今回は便宜的に、配当ではなく「税引後損益+割賦原価+支払利息」で計算）
　PIRRは、「設備投資額」と「将来の配当金の現在価値の合計」とが等しくなるような割引率となりますが、エクセルを用いて計算する場合は、ＰIRRの計算結果が表されるセルに「＝IRR（-資本金が入力されているセル～将来の配当金（今回は便宜的に「税引後損益+割賦原価+支払利息」）」の関数で計算できます。なお、当初の整備費が0の場合はPIRRは計算できません。

■採用手法での民間の資金収支 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

資本金 0 0
借入金 0 0
整備費の原価（一括受領分） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費の原価（割賦受領分） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後単年度損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入合計（A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入金の元金返済 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費 0 0

資金支出合計（B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資金収支（C）＝（A）-（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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採用手法（「①BTO・BOT・BOO・RO」、「②DBO」、「③BT」、「④指定管理者制度」）から選択して下さい。

（BOT・BOOは固定資産税等は考慮されていません。）

VFM計算

1



別紙３

≪簡易な検討の計算表≫　　（単位：千円、年）

検討事業名：

全ての入力が終了しましたら、
上記の「VFM計算」のボタンを
クリックして下さい。

現在価値への換算割合
（次年度の現在価値換算後の割合（前年度を1）＝1/（1+割
■従来型手法での公共の収支

整備費 補助金・交付金分支払
一般財源
起債元金・償還元金

資金調達費 起債金利
運営費
調査等費用

支出合計（A）
補助金・交付金分収入
利用料金収入

収入合計（B)
純支出（C）＝（A）-（B）
現在価値での収支

■採用手法での公共の収支

整備費 補助金・交付金分支払
一般財源
起債元金・償還元金

資金調達費 起債金利
整備費の対価 割賦元金

割賦金利
運営費の対価
採用手法における対価の調整
調査等費用

支出合計（A）
補助金・交付金分収入

収入合計（B)
純支出（C）＝（A）-（B）
現在価値での収支

■採用手法での民間の損益

整備費の対価 一括受領分
割賦元金
割賦金利

運営費の対価
採用手法における対価の調整
利用料金収入

収入合計（A)
整備費
運営費
借入金利

費用合計（B）
単年度損益（C）＝（A）-（B）
法人税等
税引後当期損益
税引後当期損益+割賦原価-借入金元本償還
EIRR(※1）
税引後当期損益+割賦原価+支払利息
PIRR（※２）

■採用手法での民間の資金収支

資本金
借入金
整備費の原価（一括受領分）
整備費の原価（割賦受領分）
税引後単年度損益

資金収入合計（A)
借入金の元金返済
整備費

資金支出合計（B)
資金収支（C）＝（A）-（B）

VFM計算

1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

36
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別紙３

≪簡易な検討の計算表（記載例）≫　　（単位：千円、年） のセルに想定されている条件を入力して下さい。なお、全ての入力が終了しましたら、左側の「VFM計算」のボタンをクリックして下さい。

■前提条件 右記のセルに記載されている数値を「PPP/PFI手法簡易定量評価調書」に記載して下さい。 ■簡易VFMの結果

検討事業名：○○○○○○○○○事業 従来型手法
採用手法
の条件

採用手法 前提条件の入力方法 仮定した前提条件 従来型手法 採用手法 VFM

手法 従来型手法
①BTO・BOT・

BOO・RO 金額 5,174,652 4,723,885 450,767

整備期間 1年 従来手法=採用手法 1年 1年間に設定してあります（変更できません）。 1年間と仮定 ％ 8.7%
維持管理・運営期間 20年 従来手法=採用手法 20年 1～50年間から選択して下さい。 20年間と仮定 ※現在価値のVFM

事業期間
整備費 5,000,000 10%削減 4,500,000 従来型手法の整備費と、採用手法におけるコスト削減割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の削減を見込めると仮定（今回は、従来型手法50億円、採用手法45億円と仮定） ※VFMは現在価値に換算して比較を行うこととなっています。
維持管理・運営費（1年当たり） 50,000/年 10%削減 45,000/年 従来型手法の維持管理・運営費と、採用手法におけるコスト削減割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の削減を見込めると仮定（今回は、従来型手法50百万円/年、採用手法45百万円/年と仮定）

利用料金収入（1年当たり） 10,000/年 10%増加 11,000/年 従来型手法の利用料金収入と、採用手法における収入増加割合（％）を記入して下さい。 採用手法は従来型手法から10％の増加を見込めると仮定（今回は、従来型手法10百万円/年、採用手法11百万円/年と仮定） ■PPP/ＰＦＩ手法簡易定量評価調書
費用・収入 従来型手法 採用手法

現在価値への割引率 2.6% 従来手法=採用手法 2.6% 現在価値への割引率を記入して下さい。（標準は2.6％になります。） 現在価値への割引率は2.6％と仮定（整備期間を現在と仮定） 整備等（運営等を除く。）費用 50.0億円 45.0億円
資金面の内容 〈算出根拠〉

整備費に対する補助金・交付金の割合 整備費の0% 整備費の0% 整備費に対する補助金・交付金の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する補助金・交付金の割合を入力 運営等費用 10.0億円 9.0億円
整備費に対する起債の割合 整備費の75% 整備費の0% 整備費に対する起債の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する起債の割合を入力 〈算出根拠〉

整備費に対する一般財源の割合 整備費の25% 整備費の0% 整備費に対する一般財源の割合（％）を記入して下さい。 整備費に対する一般財源の割合を入力 利用料金収入 2.0億円 2.2億円
整備費に対する民間資金の割合 ― 整備費の100% 「100％－（補助金・交付金の割合＋起債の割合＋一般財源の割合）」が自動計算。BT・DB、DBOでは0％。 整備費に対する民間資金の割合を入力 〈算出根拠〉

小計 100% 100% 小計が100％になることを確認して下さい。 合計は100％ 資金調達費用 5.3億円 9.0億円
整備費に対する資金調達の内容 〈算出根拠〉

補助金・交付金の金額 0 0 整備費の資金調達について、補助金・交付金の額が自動計算されます。 調査等費用 ― 0.25億円
起債金額 3,750,000 0 整備費の資金調達について、起債の額が自動計算されます。 〈算出根拠〉

一般財源の金額 1,250,000 0 整備費の資金調達について、一般財源の額が自動計算されます。 税金 ― 0.03億円
起債金利 1.3% 従来手法=採用手法 1.3% 起債金利を％で入力して下さい。 起債金利を1.3％と仮定 〈算出根拠〉

起債償還期間 20年 従来手法=採用手法 20年 維持管理・運営期間になります。 起債償還方法を20年間の元利均等償還と仮定 税引き後損益 ― 0.06億円
起債償還方法 元利均等 従来手法=採用手法 元利均等 期限一括、元利均等、元金均等から選択して下さい。

整備費に対する公共側の資金調達 〈算出根拠〉

資本金額 ― 10,000 SPCに必要な資本金額を記入して下さい。（標準は10百万円） 資本金額を10百万円と仮定 合計 63.3億円 61.1億円
借入金額 ― 4,490,000 「民間資金の金額－資本金額」が自動計算。 借入金額は整備費から資本金を減じた金額と仮定 〈算出根拠〉

借入金利 ― 1.8% 民間事業者の借入金利を入力して下さい。 借入金利は起債金利+0.5％の1.8％と仮定 合計（現在価値） 51.7億円 47.2億円
民間事業者の借入期間 ― 20年 維持管理・運営期間になります。 借入金の返済方法は20年間（維持管理・運営期間と同じ）の元利均等返済と仮定 財政支出削減率 VFMは4.5億円　8.7%

採用手法における整備費の資金調達 その他（前提条件等） 事業期間20年間　割引率2.6％
割賦金利 ― 1.8% 民間事業者の借入金利になります 公共が民間事業者に支払う整備費の対価の割賦金利は借入金利と同じ1.8％と仮定

割賦期間 ― 20年 維持管理・運営期間になります。 公共が民間事業者に支払う整備費の対価の割賦払いは20年間（維持管理・運営期間と同じ）の元利均等払いと仮定

法人税等 ― 32.11% 実効税率は32.11％を入力してあります。 単年度損益に対して32.11％（実効税率）の法人税を想定

全ての入力が終了しましたら、 調査等費用 ― 25,000 調査等費用を記入して下さい。（標準は25,000千円になります。） 調査等費用を25百万円と仮定

上記の「VFM計算」のボタンを 採用手法の内容
クリックして下さい。 採用手法における対価の調整 ― -10,648/年 採用手法における対価の調整額で、自動計算されます。 民間事業者のEIRRに必要な収益相当額が自動計算されます。

民間事業者のEIRR（※） ― 5.0% 民間事業者の収益（資本金に対する配当等の利回り）を記入して下さい。（標準は5％になります。） 民間事業者の収益相当額として、EIRRを5％程度にする収益相当額と仮定。

採用手法の民間事業者の収益

現在価値への換算割合 1 0.975 0.950 0.926 0.902 0.880 0.857 0.836 0.814 0.794 0.774 0.754 0.735 0.716 0.698 0.680 0.663 0.646 0.630 0.614 0.598 0.583 0.569 0.554 0.540 0.526
（次年度の現在価値換算後の割合（前年度を1）＝1/（1+割引率））
■従来型手法での公共の収支 整備期間 維持管理・運営期間

仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
整備費 補助金・交付金分支払 0 0

一般財源 1,250,000 1,250,000
起債元金・償還元金 3,750,000 165,389 167,539 169,717 171,924 174,159 176,423 178,716 181,040 183,393 185,777 188,192 190,639 193,117 195,628 198,171 200,747 203,357 206,000 208,678 211,391 0 0 0 0 0

資金調達費 起債金利 1.3% 48,750 46,600 44,422 42,216 39,981 37,717 35,423 33,100 30,746 28,362 25,947 23,500 21,022 18,512 15,968 13,392 10,783 8,139 5,461 2,748 0 0 0 0 0
運営費 50,000/年 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 0 0 0 0 0
調査等費用 0

支出合計（A） 1,250,000 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 264,139 0 0 0 0 0
補助金・交付金分収入 0 0
利用料金収入 10,000/年 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0 0 0 0

収入合計（B) 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0 0 0 0
純支出（C）＝（A）-（B） 1,250,000 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 254,139 0 0 0 0 0
現在価値での収支 1,250,000 247,699 241,422 235,304 229,341 223,530 217,865 212,344 206,963 201,719 196,607 191,625 186,769 182,036 177,423 172,927 168,544 164,273 160,110 156,053 152,098 0 0 0 0 0

■採用手法での公共の収支 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

整備費 補助金・交付金分支払 0 0
一般財源 0 0
起債元金・償還元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金調達費 起債金利 1.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費の対価 割賦元金 4,500,000 188,922 192,323 195,785 199,309 202,896 206,549 210,266 214,051 217,904 221,826 225,819 229,884 234,022 238,234 242,523 246,888 251,332 255,856 260,461 265,150 0 0 0 0 0

割賦金利 1.8% 81,000 77,599 74,138 70,613 67,026 63,374 59,656 55,871 52,018 48,096 44,103 40,038 35,900 31,688 27,400 23,034 18,590 14,066 9,461 4,773 0 0 0 0 0
運営費の対価 45,000/年 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 0 0 0 0 0
採用手法における対価の調整 -10,648/年 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 0 0 0 0 0
調査等費用 25,000 25,000

支出合計（A） 25,000 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 0 0 0 0 0
補助金・交付金分収入 0 0

収入合計（B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
純支出（C）＝（A）-（B） 25,000 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 304,275 0 0 0 0 0
現在価値での収支 25,000 296,564 289,049 281,724 274,585 267,626 260,844 254,234 247,792 241,512 235,392 229,427 223,613 217,947 212,424 207,040 201,794 196,680 191,696 186,838 182,104 0 0 0 0 0

■採用手法での民間の損益 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

整備費の対価 一括受領分 0 0
割賦元金 4,500,000 188,922 192,323 195,785 199,309 202,896 206,549 210,266 214,051 217,904 221,826 225,819 229,884 234,022 238,234 242,523 246,888 251,332 255,856 260,461 265,150 0 0 0 0 0
割賦金利 1.8% 81,000 77,599 74,138 70,613 67,026 63,374 59,656 55,871 52,018 48,096 44,103 40,038 35,900 31,688 27,400 23,034 18,590 14,066 9,461 4,773 0 0 0 0 0

運営費の対価 45,000/年 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 0 0 0 0 0
採用手法における対価の調整 -10,648/年 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 -10,648 0 0 0 0 0
利用料金収入 11,000/年 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 0 0 0 0 0

収入合計（A) 0 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 315,275 0 0 0 0 0
整備費 4,500,000 0 188,922 192,323 195,785 199,309 202,896 206,549 210,266 214,051 217,904 221,826 225,819 229,884 234,022 238,234 242,523 246,888 251,332 255,856 260,461 265,150 0 0 0 0 0
運営費 45,000/年 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 0 0 0 0 0
借入金利 80,820 77,427 73,973 70,457 66,877 63,233 59,523 55,747 51,903 47,989 44,005 39,949 35,821 31,618 27,339 22,983 18,549 14,035 9,440 4,762 0 0 0 0 0

費用合計（B） 0 314,742 314,750 314,758 314,765 314,773 314,781 314,790 314,798 314,807 314,815 314,824 314,833 314,842 314,852 314,861 314,871 314,881 314,891 314,901 314,912 0 0 0 0 0
単年度損益（C）＝（A）-（B） 0 532 525 517 509 501 493 485 476 468 459 450 441 432 423 413 404 394 384 373 363 0 0 0 0 0
法人税等 0 171 169 166 164 161 158 156 153 150 147 145 142 139 136 133 130 126 123 120 117 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 361 356 351 346 340 335 329 323 318 312 306 300 293 287 281 274 267 260 253 246 0 0 0 0 0
税引後当期損益+割賦原価-借入金元本償還 781 784 786 789 791 794 796 799 802 805 808 810 813 816 819 823 826 829 832 836 0 0 0 0 0
EIRR(※1） 5.0% -10,000 781 784 786 789 791 794 796 799 802 805 808 810 813 816 819 823 826 829 832 836 0 0 0 0 0
税引後当期損益+割賦原価+支払利息 270,104 270,106 270,109 270,111 270,114 270,116 270,119 270,122 270,124 270,127 270,130 270,133 270,136 270,139 270,142 270,145 270,148 270,151 270,155 270,158 0 0 0 0 0
PIRR（※２） 1.8% -4,500,000 270,104 270,106 270,109 270,111 270,114 270,116 270,119 270,122 270,124 270,127 270,130 270,133 270,136 270,139 270,142 270,145 270,148 270,151 270,155 270,158 0 0 0 0 0

※１　EIRR（Equity Internal Rate of Return）は、投資家から見た内部収益率。資本金に対する配当等の利回りを示す指標。（今回は便宜的に、配当ではなく「税引後損益+割賦原価-借入金元本償還」で計算）
　EIRRは、「資本金」と「将来の配当金の現在価値の合計」とが等しくなるような割引率となりますが、エクセルを用いて計算する場合は、EIRRの計算結果が表されるセルに「＝IRR（-資本金が入力されているセル～将来の配当金（今回は便宜的に「税引後損益+割賦原価-借入金元本償還」）」の関数で計算できます。

※２　PIRR（Project Internal Rate of Return）は、初期投資額から見た内部収益率。初期投資額に対する配当金等の投資利回りを示す指標。（今回は便宜的に、配当ではなく「税引後損益+割賦原価+支払利息」で計算）
　PIRRは、「設備投資額」と「将来の配当金の現在価値の合計」とが等しくなるような割引率となりますが、エクセルを用いて計算する場合は、ＰIRRの計算結果が表されるセルに「＝IRR（-資本金が入力されているセル～将来の配当金（今回は便宜的に「税引後損益+割賦原価+支払利息」）」の関数で計算できます。なお、当初の整備費が0の場合はPIRRは計算できません。

■採用手法での民間の資金収支 整備期間 維持管理・運営期間
仮定した内容 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

資本金 10,000 10,000
借入金 4,490,000 4,490,000
整備費の原価（一括受領分） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整備費の原価（割賦受領分） 188,922 192,323 195,785 199,309 202,896 206,549 210,266 214,051 217,904 221,826 225,819 229,884 234,022 238,234 242,523 246,888 251,332 255,856 260,461 265,150 0 0 0 0 0
税引後単年度損益 0 361 356 351 346 340 335 329 323 318 312 306 300 293 287 281 274 267 260 253 246 0 0 0 0 0

資金収入合計（A) 4,500,000 189,284 192,679 196,136 199,655 203,237 206,883 210,596 214,375 218,222 222,138 226,125 230,184 234,315 238,521 242,803 247,162 251,599 256,116 260,715 265,396 0 0 0 0 0
借入金の元金返済 4,490,000 188,502 191,895 195,350 198,866 202,445 206,090 209,799 213,576 217,420 221,333 225,317 229,373 233,502 237,705 241,984 246,339 250,773 255,287 259,882 264,560 0 0 0 0 0
整備費 4,500,000 4,500,000

資金支出合計（B) 4,500,000 188,502 191,895 195,350 198,866 202,445 206,090 209,799 213,576 217,420 221,333 225,317 229,373 233,502 237,705 241,984 246,339 250,773 255,287 259,882 264,560 0 0 0 0 0
資金収支（C）＝（A）-（B） 0 781 784 786 789 791 794 796 799 802 805 808 810 813 816 819 823 826 829 832 836 0 0 0 0 0
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採用手法（「①BTO・BOT・BOO・RO」、「②DBO」、「③BT」、「④指定管理者制度」）から選択して下さい。

（BOT・BOOは固定資産税等は考慮されていません。）

VFM計算



別紙３

≪簡易な検討の計算表（記載例）≫　　（単位：

検討事業名：○○○○○○○○○事業

全ての入力が終了しましたら、
上記の「VFM計算」のボタンを
クリックして下さい。

現在価値への換算割合
（次年度の現在価値換算後の割合（前年度を1）＝1/（1+割
■従来型手法での公共の収支

整備費 補助金・交付金分支払
一般財源
起債元金・償還元金

資金調達費 起債金利
運営費
調査等費用

支出合計（A）
補助金・交付金分収入
利用料金収入

収入合計（B)
純支出（C）＝（A）-（B）
現在価値での収支

■採用手法での公共の収支

整備費 補助金・交付金分支払
一般財源
起債元金・償還元金

資金調達費 起債金利
整備費の対価 割賦元金

割賦金利
運営費の対価
採用手法における対価の調整
調査等費用

支出合計（A）
補助金・交付金分収入

収入合計（B)
純支出（C）＝（A）-（B）
現在価値での収支

■採用手法での民間の損益

整備費の対価 一括受領分
割賦元金
割賦金利

運営費の対価
採用手法における対価の調整
利用料金収入

収入合計（A)
整備費
運営費
借入金利

費用合計（B）
単年度損益（C）＝（A）-（B）
法人税等
税引後当期損益
税引後当期損益+割賦原価-借入金元本償還
EIRR(※1）
税引後当期損益+割賦原価+支払利息
PIRR（※２）

■採用手法での民間の資金収支

資本金
借入金
整備費の原価（一括受領分）
整備費の原価（割賦受領分）
税引後単年度損益

資金収入合計（A)
借入金の元金返済
整備費

資金支出合計（B)
資金収支（C）＝（A）-（B）

VFM計算

0.513 0.500 0.487 0.475 0.463 0.451 0.440 0.429 0.418 0.407 0.397 0.387 0.377 0.367 0.358 0.349 0.340 0.332 0.323 0.315 0.307 0.299 0.292 0.284 0.277

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0

1,250,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,750,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 532,788
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,532,788

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,332,788
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,174,652

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,500,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 898,445
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 900,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -212,954

25,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,110,492

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,110,492
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,723,885

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,500,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 898,445
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 900,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -212,954
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 220,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,305,492
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,500,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 900,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 896,449
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,296,449
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,043
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,904
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,139
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 合計
10,000

4,490,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,500,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,139
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,006,139
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,490,000

4,500,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,990,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16,139
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